
山梨県富士・東部林務環境事務所長　山口 義隆

業務委託一般競争入札 公告個別事項
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〒402-0054 山梨県都留市田原2-13-43

山梨県　　富士・東部林務環境事務所 　県有林課

電話　0554－45－7815     FAX　0554－45－7807

「一般競争入札」公告　

　山梨県が発注する次の業務は、一般競争入札により行いますので、入札参加資格等について地方自治法施行令
第１６７条の６第１項の規定により公告します。

令和8年9月18日

業 務 名 松猪沢山収穫調査・測量業務委託

事 業 名 収穫予定箇所の立木調査・処分費

業 務 番 号 富東林環事-26-0171

業 務 場 所 都留市大野松猪沢山地内

業 務 概 要

業 務 内 容
区域測量　Ｌ＝0.9ｋｍ
立木調査　一式

履 行 期 間 令和８年10月２1日～令和９年３月１２日

予 定 価 格 （ 税 込 み ） ￥2,420,000　　　（税率１０％）

参加資格

本 店 所 在 地 県内

競 争 入 札 参 加 資 格

１．森林整備業務（ただし、雇用管理等状況調書において測量調査等を営業
内容に含めている者のうち、山梨県物品等競争入札参加資格者名簿「森林整
備」の業種に登録し、「木材買入れ」の業種に登録していない者に限る。）
２．技術士（総合技術監理部門（森林－林業・林産）又は森林部門－林業・
林産）の資格、若しくは林業技士（林業経営部門及び森林評価部門）の資格
のいずれかを有する者が在籍していること。

企 業 の 業 務 実 績
令和３年４月１日から参加申請受付締切日までに完成している山梨県発注の
収穫調査測量業務、森林整備に係る測量又は測量調査業務

日 程

公 告 日 令和８年９月１８日

2
設計図書等配布開始日 令和８年９月１８日

〃 締切日 令和８年１０月６日

設計書の内容に関する
質 問 提 出 期 限

令和８年９月２４日

4
参 加 申 請 受 付 開 始 日 令和８年９月３０日

〃 締切日 令和８年１０月６日

入 札 方 法

確 認 通 知 書 発 行 日 -

6
入 札 書 受 付 開 始 日 時 令和８年１０月８日 午前　9:00 から

〃 締切日時 令和８年１０月９日 午後　3:00 まで

様式２及び添付資料

入 札 時

提 出 方 法

開 札 予 定 日 時 令和８年１０月１３日 午前　10:00 

落札者決定日（予定） 令和８年１０月１３日

提 出 書 類

参 加 申 請 時
入札参
加様式

資 料 の 記 載 方
法 等 に 関 す る
問 い 合 わ せ 先

苦情の
申し立て

1
入札参加資格（質問） 令和８年１０月２３日

入札参加資格（回答） 令和８年１０月３０日



一般競争入札（事後審査型）公告共通事項　　　　　　　　　　　　　　　　

１　一般競争入札の参加資格

      山梨県における森林整備業務の競争入札参加資格の認定を既に受けている者のうち、この公告で定める入札参　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　加申請の提出期限の日から契約を締結する日までの期間（（４）、（５）及び（７）にあっては、それぞれ当該

　（４）、（５）及び（７）に定める期間）に、次に掲げる要件をすべて満たしている者であること。

　なお、確認のための資料を求めない参加資格については、入札参加資格の申請を行った者は当該要件を満たす

ことを誓約したものとみなす。

（１）一般競争入札公告個別事項 (以下「個別事項」という。) の「参加資格」に記載した要件を満たす者である

こと。

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当せず、かつ、同条第２項

の規定による山梨県の入札参加の制限を受けていない者であること。

（３） 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時業務委託

　の契約を締結する事務所の代表者をいう。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

　第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

　者でないこと。

（４）公告の日の６月前の日から契約を締結する日までの期間に手形及び小切手の不渡りを出した者でないこと。

（５）公告の日の２年前の日から契約を締結する日までの期間に不渡りによる取引停止処分を受けている者でないこと。

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされた者については、当該手続開始の決定の後に山

梨県建設工事等入札参加資格に係る再認定取扱要領により入札参加資格の再認定を受けた者であること。

（７）公告の日から契約を締結する日までの期間に、山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領

（以下「指名停止措置要領」という。）に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。

（８）山梨県税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。

（９）電子認証(ＩＣカード)を取得していること。

（１０）当該年度の入札に係る雇用管理等状況調書の提出があった者であること。

（１１）収穫調査測量業務に係る競争入札実施要領に定める入札参加資格を有していること。

２　設計図書等の配布

（１）配布期間　　「個別事項」に記載の配付開始日から締切日まで

（２）配布方法

　「山梨県公共事業ポータルサイト」の「情報公開サービス」中、「入札公告」からダウンロードすること。

３　入札参加資格申請の受付期間及び申請方法

（１）受付期間　

      「個別事項」に記載の受付開始日から締切日までの県の休日を除く毎日、午前9時から午後5時 まで

   （締切日にあっては、午前９時から午後４時３０分まで）とする。

（２）申請方法

　　「山梨県電子入札システム」により申請すること。



４　問い合わせ先

（１）入札参加資格確認資料の記載方法等に関する事項

「個別事項」に記載のとおり

（２）設計書の内容に関する事項

「山梨県公共事業ポータルサイト」の「情報公開サービス」中、「質疑応答」により、「個別事項」に記載の日

までに質問すること。

質問に対しては、各質問書提出の翌日から起算して2日後から入札書受付開始日の前日まで、その回答を

同ページで公表する。

（３）電子入札システムに関する事項

ヘルプ・デスク　055-223-1669

５　入札参加資格の確認結果通知等

（１）入札参加資格確認通知は行わない。入札参加資格の確認は、開札後、予定価格の制限の範囲内の価格で

入札した者のうち最低の価格で入札した者から順に3番目の者について実施する。

（２）入札参加資格確認資料を審査した結果、入札参加資格がないと認められた者には、「山梨県公共事業ポー

タルサイト」の「情報公開サービス」中、「入札結果」にその理由を付して公開する。

６　苦情申立て

（１）入札参加資格がないと認められた者が、入札参資格がないと認めた理由について詳細な説明を求める場合

ア　申し立て方法

        「個別事項」に記載の日までに、「山梨県公共事業ポータルサイト」の「情報公開サービス」中、「質疑

応答」により質問すること。 http://www.cals.pref.yamanashi.lg.jp/roi/

　　イ　回答方法

「個別事項」に記載の日までに、同ページにより回答する。

（２）（１）の回答の説明になお不服のある者は、「山梨県公共事業ポータルサイト」において回答した日又は

書面での回答を受け取った日から県の休日を除く７日以内に書面（「山梨県入札監視委員会設置要綱」

別紙様式４）により、知事に対して再苦情の申立てを行うことができる。この場合において、申立てを行う者は、

当該申立てを行うことができる期間の日の午前９時から午後５時までに、書面を下記に持参すること。

山梨県　森林環境部　森林環境政策課　総務経理担当

甲府市丸の内１丁目６番１号　電話０５５－２２３－１６３1

（３）（２）の再苦情の申立てがあった場合は、知事は、速やかに「入札監視委員会」に審議を依頼するもの

とする。

（４）知事は、入札監視委員会の審議の結果を踏まえたうえで、入札監視委員会からの審議の報告を受けた日の

翌日から起算して県の休日を除き７日以内に、その結果を申立者に回答する。

７　入札等の日時

（１）入札期間及び開札予定日時

「個別事項」に記載のとおり

（２）落札者決定日

「個別事項」に記載のとおり

http://www.cals.pref.yamanashi.lg.jp/roi/


８　入札手続等

（１）最低制限価格制度　

　　　適用しない

（２）現場説明会

　　　現場説明会は行わない。

（３）入札書に記載する金額

　　　落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した

金額 (当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額) をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に

相当する金額を入札書に記載すること。

（４）入札の無効

　　　次のアからオまでのいずれかに該当する者が行った対象業務への入札は、無効とする。

ア　この公告に示した入札参加資格の無い者　

イ　申請書又は資料に虚偽の記載をした者　

ウ　入札手続において必要とされた書類に重大な不備があると認められた者

エ　入札に関する条件に違反した者

オ　入札参加資格の確認を受けたが、入札時においてこの公告に掲げる参加資格のいずれかの要件を

　満たさなくなった者

（５）入札執行回数

1回とする。

（６）業務費内訳書の提出

　入札に際し、業務費内訳書を提出すること。業務費内訳書は数量、単価及び金額等を明らかにすること。

　 なお、数量、単価の明示のない項目については明細書又は単価表を添付すること。

（７）契約の確定

ア　落札決定後の参加資格の喪失

　　落札者が契約締結までの間にこの公告に掲げた参加資格を一つでも満たさなくなった場合は契約を締結し

ない。

　また、この場合において、県は損害賠償の責めを負わないものとする。

イ　契約書の作成

　　　　契約は、契約担当者と受託者の双方が契約書に記名押印したときに確定する。

９　入札保証金

 　　免除する。

10　契約保証金

 　契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付しなければならない。

　ただし、山梨県財務規則第109条の2に該当する者は免除する。



11　支払条件

（１）前金払　　　不適用

12　その他

（１）入札参加者は、競争契約入札心得(電子入札用）及び仕様書等を熟読し、これを遵守するとともに、山梨県電

子入札運用基準に基づき入札すること。

（２）提出された申請書及び資料は、当方において公表し又は無断で使用することはしない。

（３）入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者又は入札参加資格を満たさないにもかかわらず申請を行った

者については、指名停止措置要領に基づき指名停止を行うことがある。

（４）談合の禁止及び談合に対する契約解除・違約金規定

　入札に参加しようとする者は、談合を行ってはならない。また、契約後に談合の事実が明らかになった場合に

　は、契約条項に基づき契約を解除することがあり、契約者は談合に対する違約金を支払わなければならない。

（５）災害その他の事情により、電子入札システムに障害が生じた場合は、入札日時を延期することがある。

（６） 消費税率については、引渡し時点における消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法

　   （昭和２５年法律第２２６号）の施行内容によることとし、必要に応じて、引渡し時点における消

   　　費税率を適用して契約を変更するなどの対応を行うこととする。



入札参加資格確認資料作成要領

一般競争入札　公告個別事項において、「参加資格」に基づき、「提出書類」で指定した入札参加申請様式２

 及び添付資料（以下「入札参加資格確認資料」という。）の作成及び提出に係る留意事項は次のとおりとする。

入札参加資格確認資料に記載した内容は真実であることを誓約したものとみなすので、作成にあたっては誤り

 のないようにすること。

１  資料提出にあたっての留意事項

   ア  入札参加資格確認資料については、提出期限以降の差し替え、再提出は認めないので、

     公告等に示された事項を事前に十分確認してから提出すること。

   イ  入札参加資格確認資料については、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。

   　  その際、添付漏れがないよう注意すること。添付漏れの書類についても、提出期限以降の追加提出

     は認めない。

   ウ  入札時の提出書類（業務費内訳書）についても、一つのＰＤＦファイルにまとめて提出すること。

２  競争入札参加資格

   　 競争入札参加資格について、技術士（総合技術監理部門（森林－林業・林産）又は森林部門－林業・林産）

    の資格、若しくは林業技士（林業経営部門及び森林評価部門）の資格のいずれか有する者が在籍していること

    を証明する資料を添付すること。

３  同種業務の業務実績

   ア  同種業務の定義

        業務委託一般競争入札公告個別事項の「参加資格」「３企業の業務実績」に示すとおり。

   イ  山梨県を発注機関とし、令和3年４月１日以降から参加申請受付締切日までに完成済みの森林整備業務

     の中から、アに示す同種業務の業務実績を記載すること。

   ウ  業務実績として記載する発注機関は、山梨県に限る。

   エ  イ、ウで示した条件に該当する業務実績は、県名、市町村名、大字名まで記載すること。　

   オ  内容は、業務名、発注機関名、施工場所等のほか、業務概要（工種、数量等）について記載する

     こと。

   カ  企業の業務実績を証明するための添付資料として、当該業務の契約書、業務契約用設計書表紙、

     業務内訳書（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。

   キ 契約書等の写しがない場合は、実績として認めないので記載しないこと。


